人員及び設備に関する基準について【(介護予防)短期入所療養介護】

【診療所(療養病床を有するものを除く。)】
(１)人員に関する基準の概要
	職種
	資格要件
	配置基準概要

	看護職員　
又は
介護職員
	【看護職員】
看護師、准看護師

【介護職員】
　　なし
	○指定短期入所療養介護を提供する病室に置くべき看護職員又は介護職員の員数の合計は、常勤換算方法で利用者及び入院患者の数が３又はその端数を増すごとに１以上

○夜間における緊急連絡体制を整備することとし、看護師若しくは准看護師又は介護職員を１人以上配置




【注】
○　「常勤換算方法」とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。
なお、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す法律（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第 23 条第１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間の短縮等の措置（以下「育児及び介護のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。



(２)設備に関する基準の概要
	設備
	基準概要

	病室
	病室の床面積は利用者１人当たり６．４㎡以上

	浴室
	有すること。


	機能訓練を行うための場所

	有すること。


	※平成３０年度の法改正により、設備基準から「食堂」が除外されるとともに、食堂の有無について、加算届(介護給付費算定に係る体制等状況一覧表)による届出が必要となりました。(「食堂」がない場合は、減算型で届出となります。)



【人員基準等について】
○居宅サービス、介護予防サービス、居宅介護支援、地域密着型サービス、地域密着型介護予防サービスにおける人員基準等について、詳しくは大阪府条例、市町村条例及び厚生労働省令等をご参照ください。

【厚生労働省令等<参考>】
	区分
	基準
	解釈通知

	居宅
	指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年 厚生省令第37号）
	指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について(平成11年 老企第25号)

	
	指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
（平成18年厚生労働省令第35号）
	

	居宅介護支援
	指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準
（平成11年 厚生省令第38号）
	指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について（平成11年 老企第22号）

	地域密着
	指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省第34号）
	指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について
（平成18年 老計発第0331004号・老振発第0331004号・老老発第0331017号）

	
	指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
（平成18年 厚生労働省令第36号）
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